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　 観光産業の発展には
　 日本人旅行者の増加が鍵

現在、地方では経済が衰退し、人口
減少が著しい状況にあります。しかし、
観光産業を基幹産業に育てることで、
雇用を創出し、投資を促進し、交流人
口が増えるという好循環が生まれ、地
方経済を活性化できると考えています。
観光産業を地方経済の基盤にすること
が、「真の観光立国」の実現につながる
はずなのです。政府は「地方創生」を
重要な施策として掲げていますが、観
光こそがそれを担う中核の産業ではな
いでしょうか。観光には、日本経済社
会の諸課題を解決する潜在的な力が秘
められていると思います。

日本国内における旅行消費額は約23
兆円で、安定的に推移しています。リー
マン・ショック後でも、ほとんど変わっ
ていません。そして、それを支えてい
るのは日本人による国内観光です。訪
日外国人旅行者数にばかり注目が集ま
りがちですが、その旅行消費額は全体
の７%程度です。つまり、訪日外国人
の数を増やすだけでは「真の観光立国」

たり得ないのです。訪日外国人旅行者
数を増やすのと同時に、国内の日本人
旅行者数を増やす必要があるのです。

言い換えれば、観光業界は質の高い
日本人旅行者を抱えていることになり
ます。これを、いかにして活性化して
いくのか。人口減少が顕著なだけに、
旅行への参加率を向上させることがそ
のための大きな鍵となります。最近
は、若者の国内旅行が減少しているた
め、この世代に向けた施策が特に重要
になるでしょう。

　 健全な競争環境を整え
　 産業構造を変革する

そこでまず提言したいのは、産業構
造の変革です。観光は日本で五番目の
大きな需要を持つ産業であるにもかか
わらず、それに見合う利益が出せず、
雇用や投資に貢献できていません。生
産性を向上させて、この課題を克服し
なければなりません。

経済同友会では、以前から「大型連
休の地域別取得」を提言してきました。
日本のホテルや旅館は繁閑の差が激し
く、「100日の黒字と265日の赤字」など

といわれ、加えて、非正規雇用が75％
を占めるという問題もあります。こう
した現状を変えるには、大型連休の地
域別取得は非常に有効だと考えます。

また、観光産業の生産性向上には、
健全な競争環境を整えることが必要で
す。各事業者が競い合って運営のノウ
ハウを進化させ、収益率アップを実現
するように努力しなければなりません。
しかも、それは日本だけでなく世界に
負けないものにすべきです。例えば、
欧米のホテルチェーンはブランディン
グに秀でています。それに対して日本
の強みは、高い人件費を維持しながら
も、さまざまなアイデアを活用して利
益を出してきたことです。インター
ネットを駆使したり、航空券と宿泊を
セットにするといった独自のノウハウ
は、特に今後のアジア市場において、
大きな可能性を持つと考えます。その
ためにも、日本の観光産業をより強い
産業にしなければなりません。

　 KPIによって強み、弱みを知り
　 有効な施策を検討する

訪日外国人旅行者数が増えている背
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観光産業を
基幹産業として位置付け
「真の観光立国」実現を
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※詳しくは、http://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2015/150409a.html

2014年の訪日外国人旅行者数は1,341万
人と過去最高を記録した。この勢いは、今年
に入ってからも衰えず、政府が掲げたKPI「訪
日外国人旅行者数を2020年までに2,000万
人」は、前倒し達成の可能性が高まってきた。

しかし、世界的な旅行者数増を背景に伸び
続ける「訪日外国人旅行者数」を目標とする
だけでは、日本の旅行・観光産業の構造問題
は見えてこない。その問題とは次の三つであ
り、これらが「真の観光立国」を目指す日本
の足かせになる可能性もある。
①「稼ぐ力」の弱さ

旅行・観光産業（宿泊、飲食等）の
労働生産性、総資本経常利益率、従
業員一人当たりの付加価値額は、い
ずれも国際比較やほかの産業との比
較において低水準にあり、同産業の

「稼ぐ力」は弱い。
②需要の地理的・季節的偏在

訪日外国人旅行者の宿泊は、首都
圏ならびに主要観光地に集中し、イ
ンバウンド活況の経済効果は全国に
波及していない。日本人の宿泊もほ
ぼ同様である。また、旅行需要が特
定時期に極端に偏在している。これ

によって、宿泊施設・交通機関の混雑、旅行
代金の高騰を招き、潜在的需要を抑制するほ
か、旅行・観光産業の生産性向上を阻む一因
となっている。
③国内旅行離れ

日本人一人当たりの国内観光旅行の回数・
宿泊数の低下に加え、そもそも国内宿泊旅行
をしない人が増加している。日本国内の観光
消費額は、その約9割を日本人宿泊・日帰り
旅行に依存しており、こうした低落傾向は、
人口減少とも相まって国内の旅行・観光市場
の縮小を助長する。

本提言の実現を通じ、日本が目指すべき
「真の観光立国」の姿は次の通りである。

「全国各地が地域独自の魅力を磨き上げ、
国内外から多くの旅行・観光客を惹きつけて
いる国であり、その中で旅行・観光産業が基

幹産業の一つに位置付けられ、人口減少に直
面する地方に新たな雇用を生み、投資を呼び
込み、地域密着型産業として地域活性化に貢
献している国」である。その実現には、革新
的・創造的な取り組みが必要である。

①�経済成長や地方創生に資する新たなKPIの
設定で、旅行・観光産業の構造改革を

「訪日外国人旅行者数を2020年までに
2,000万人」というKPIに加え、「観光GDP」

「労働生産性」「総資本経常利益率」「総宿泊数」
「宿泊旅行実施率」など経済効果に関する
KPIを設定し、旅行・観光産業の構造改革

（収益力や生産性の向上）を推進すること。
新しいKPIが設定されることで、新しい政
策、新しい行動が生まれる。
②�WEF指標で他国をベンチマークし、2020
　年までにトップ3入りを

世界経済フォーラム(WEF)の「旅行・観光
競争力指標」で日本の強み、弱みを分析し、
同指標を使ったランキングで2020年まで
にトップ3に入ること（現在9位）。
③�開発中のOECD指標を参考に、旅行・観
光産業の競争力強化を目指す政策展開を
OECDが開発中の「観光競争力評価指標」

を参考に、必要な指標は積極的にKPIとして
採用すること。OECD加盟国の観光政策担当
者と同じグローバルな視点に立ち、わが国の
旅行・観光産業を評価し、必要な改善を図る
ことは、国際競争力強化を目指す近道である。

 Ⅰ   提言の背景

 Ⅱ   本提言が目指す「真の観光立国」とは

 Ⅲ  「真の観光立国」実現に向けた新たなKPIの設定を

景には、世界の旅行市場が伸びている
という事情があります。単純に数の増
減だけで一喜一憂するのは危険です。
そこで私たちは、他国との比較によっ
て日本の強み、弱みを把握し、必要な
施策を講じるために、日本の国内事情
に合ったKPIを活用することを提言し
ました。具体的には「観光GDP」「労働
生産性」「総資本経常利益率」などで
す。特に世界経済フォーラム（WEF）
のKPIをベンチマークとして活用し、
総合的な観点から有効な施策を検討す
べきです。また、現在開発中のOECD
のKPIについても、労働生産性や利益
率などに着目している点で高く評価で
きるものであり、日本のKPIとして取
り込んでいくべきだと考えます。提言
のタイトルにもある「正しい目標が、
正しい政策、正しい行動を生む」とい
うのが、今回の提言のポイントです。

日本の将来にとって、観光は重要な
産業だという認識は確実に高まってい
ます。特に、2020年の東京オリンピッ
ク・パラリンピックが終わった後の日
本を考えたときに、観光が持つ役割は
大変重要になるでしょう。
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提言概要（4月9日発表）

「真の観光立国」実現に向けた
新たなKPIの設定を
―正しい目標が、正しい政策、正しい行動を生む―

国内における旅行消費額（2013年）
訪日外国人旅行等
1.7兆円（7.0%）

日本人国内宿泊旅行
15.8兆円（66.9%）

日本人
海外旅行（国内分）
1.4兆円（5.9%）
日本人

国内日帰り旅行
4.8兆円（20.3%）

（数値は速報ベース）

23.6
兆円

出典：国土交通省観光庁 観光白書 平成27年度版より


